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それでは定刻が参りましたので、ただいまより、平成２６年度第３

回目の川西市国民健康保険運営協議会を開催いたします。 

本日は大変お忙しいところをご出席いただき、誠にありがとうござ

います。 

本日の会議は、「川西市国民健康保険運営協議会会議公開制度運用

要綱第５条」の規定に基づきまして傍聴を認めることとしております

ので、ご了承をお願いいたします。 

はじめに、１名の方を新たに委員にお迎えしますので、健康福祉部

長より辞令の交付があります。よろしくお願いします。 

 

＜部長より辞令交付＞ 

 

ありがとうございました。新委員の方、よろしくお願いします。 

続きまして、健康福祉部長より皆様にご挨拶があります。よろしく

お願いします。 

 

皆様、こんにちは。 

本日は、大変お忙しい中、平成２６年度第３回目の国民健康保険運

営協議会にご出席いただきまして、誠にありがとうございます。委員

の皆様におかれましては、平素より本市の国民健康保険事業の運営に、

格別のご理解とご協力を賜り、厚くお礼申し上げます。 

前回の運営協議会でご説明いたしました国民健康保険事業の特別会

計の収支見込みを受けまして、本日は平成２７年度以降の税率改定の

枠組を説明させていただきたいと考えています。また、前回宿題とし

ていただきました、保険財政の共同安定化事業につきましてご説明及

びご協議をお願いいたします。 

 

ありがとうございました。 

本日は、委員と委員が所要のため欠席されています。 

まず、本日の協議会議事録の署名委員を選出させていただきたいと

思います。私から指名をさせていただきたいと思いますけれども、ご

異議ございませんでしょうか。 

 

＜異議なしの声あり＞ 

 

異議なしという声をいただきましたので、本日の署名委員としまし

て、委員と委員を指名いたしますのでよろしくお願いいたします。 

協議に入る前に、前回説明をしました出産育児一時金の改定につい 
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て、事務局より補足の説明があります。よろしくお願いします。 

 

お手元に、出産育児一時金についての資料をお配りしています。既

にお読みいただいているかもしれませんが、これは国から来た改正に

ついての通知でして、３９万円を４０万４，０００円にするという、

本体部分を１万４，０００円引き上げるということと、掛け金を３万

円から１万６，０００円に改めるということが記載されています。こ

れに基づいて改正させていただきました。よろしくお願いします。 

 

どうもありがとうございます。ただいまの説明で何かご質問等ござ

いませんでしょうか。 

前回配布された資料では、加算分の３万円がそのまま残っているよ

うな資料になっていて、１万６，０００円にするという根拠が何なの

かということで質問させていただきました。今回この厚生労働省から

の通達で分かりました。総額としては変わらないということです。 

それでは特に質問等がないようですので、議題に基づきまして進行

をさせていただきます。協議事項第１「川西市国民健康保険税の税率

等の改定について」を議題といたします。最初に、先ほど健康福祉部

長のほうからも紹介がありましたように、前回の宿題となっていまし

た、保険財政共同安定化事業について説明をしていただきますのでよ

ろしくお願いします。 

 

それでは、資料５をご覧ください。高額医療費共同事業・保険財政

共同安定化事業の概要についてでございます。平成２７年度から保険

財政共同安定化事業の事業規模が拡大されることに伴いまして、川西

国保の財政負担が大きく膨れますので、その事業の概要につきまして

ご説明いたします。 

まず、高額医療費共同事業でございます。高額な医療費の発生によ

る年度間での国保財政の急激な変動を緩和するため、各市町村国保が

拠出金を出し合って、その負担を共有する制度です。この制度につい

ては、市町村間の財政の平準化を図るものではなく、年度間での負担

の増減を小さくしようとするものでございます。なお、当該制度には、

拠出金額に対して国、県合わせて２分の１の財政支援があります。 

次に保険財政共同安定化事業でございます。 

この制度は都道府県内の市町村国保間の保険料の平準化、財政の安

定化を図るための制度で、現行制度では、１件３０万円を超える医療

費について、各市町村国保の拠出金を財源として費用負担の調整を図

る制度でございます。 
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財政の平準化が図られる仕組みにつきましてご説明いたします。資

料１ページの下側をご覧ください。 

左側はＡ市、Ｂ市、Ｃ市の実際に発生した一人当たり給付費をそれ

ぞれ１００、１５０、５０と示しています。この状況ではＢ市とＣ市

では１００の一人当たり給付費の差があることになります。平準化を

図る制度がなければＢ市では１５０の一人当たり給付費を賄うための

保険料設定をすることになりますし、Ｃ市では５０の一人当たり給付

費を賄うための保険料設定をすれば良いことになり、結果として保険

料率に大きな差が生じることになります。 

将来の広域化を目指して、保険料水準の差を解消しようと導入され

たのが右側に示しています当該制度による調整でございます。３市の

平均であるＡ市の給付費の半分にあたる部分を被保険者数割として各

市が平等に負担し、残りの半分はそれぞれの保険者が負担する仕組み

になっています。こうすることで、Ｂ市は１２５の拠出金を負担し、

実際の給付である１５０の交付金を受け取ることで保険料設定を２５

低く抑えることが出来ます。一方でＣ市は７５の拠出金を負担し、５

０しか交付金を受け取れないことから、保険料を２５高く設定する必

要が生じます。このことにより、Ｂ市とＣ市の保険料水準の差は１０

０から５０に抑えられるという仕組みでございます。 

２ページをご覧ください。川西市における保険財政共同安定化事業

拠出金の一覧表でございます。右から２列目の２６年度見込をご覧く

ださい。表の上の部分が医療費按分の算出根拠、次が被保険者数按分

の算出根拠でございます。対象年度の２年度前から過去３年分の平均

拠出対象額と被保険者数を用いて算出されています。点線で囲ってい

ます医療費按分の川西市の拠出率Ｄの欄と、被保険者数按分の川西市

の拠出率Ｈの欄をご覧ください。医療費按分の拠出率が被保険者数按

分の拠出率を下回っています。このことから、川西市は１ページのＣ

市の状況にあることがわかっていただけると思います。平成２６年度

には表の下から４行目の差引Ｊの欄のとおり約９，５００万円が差引

マイナスになっていましたが、３ページにあります１レセプトあたり

８０万円を超える高額医療費の差引プラスの部分と高額医療費にかか

る国、県の財政支援によりまして当該事業全体で約１億４，６００万

円のプラスになっていました。 

しかし、対象医療費がすべての医療費に拡大される平成２７年度は

右端下にありますとおり、約１億円のマイナスが予想されています。

そのマイナス部分は翌年度の県補助金で補てんされることになってい

ますが、平成２６年度見込と比較いたしますとマイナス１億４，６０

０万円ということになります。 
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４ページをご覧ください。その保険財政共同安定化事業の見直しに

ついてでございます。平成２７年度の急激なマイナス拡大の原因は、

保険財政安定化事業の規模が約２．７倍に膨れ、事業全体に占める国

県負担金の割合が小さくなることにあります。その状況を平成２４年

度の総医療費の内訳で示した資料でございます。一般被保険者の総医

療費約１２９億８，７００万円のうち３０万円超のレセプトを対象と

していたときの対象給付費は、約３４億８，０００万円であったもの

が、すべての医療費を対象にした場合の対象給付費は、被保険者の自

己負担と８０万円を超える高額医療費を除いた約９６億１，０００万

円と約２．７倍になっています。 

説明は以上でございます。 

 

ありがとうございます。ただいまの説明でご理解いただけましたで

しょうか。なかなか難しいですね。 

川西市の場合は、高額療養費を使った被保険者は少なかったけれど

も、高額療養費以外の全部を考えると、平均より少し療養費はたくさ

んかかっているということでしょうか。 

 

いえ、そうではありません。２６年度の点線で囲っているところを

見ていただきましても、被保険者の県全体に占める割合と比較しても、

３０万円の医療費で比べても、割合はそれよりも少ないです。これを

２７年度のところで見ていただきましても、結果は一緒になります。 

ただ、全体で見ましたら若干医療費按分のベースは伸びるので、本

来であれば多少楽になるはずですけれども、事業規模が３倍に膨れ上

がってしまうので、マイナス幅は大きくなっていきます。しかし、こ

れを補てんする高額医療費の国・県負担分の２分の１というのはそう

変わりませんので、結果としてはマイナスになります。 

 

ただ、翌年度に補てんされるということは間違いないのですね。 

 

はい、この事業単独で約１億円赤字になってしまうのですけれども、

さすがにここまでの急激な変化は県としても放っておけないので、こ

の分は翌年度に補てんしてもらえます。 

この事業の目的は、結果として県単位の保険者にならなくても、大

体同じくらいの保険税を転嫁しなければ財政がやっていけなくなると

いう仕組みを無理矢理作ることです。医療費按分のところをなくして、

全被保険者数按分にした姿が、広域化した姿とまったく一緒になりま

す。要は、一人当たりの負担額を決めて拠出させるが、実際は、そこ 
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で使うお金しか出さないというかたちです。医療費按分をなくすと、

給付費を抑えるということを誰もしなくなります。半分は医療給付費

実績というものを残し、ここを抑えたら税率をもっと抑えられる構造

です。資料２ページ目のＢ市のように、１５０もの負担をしていると

ころでは、この制度のおかげである程度保険税は抑えられているが、

それでもやはりＡ市の１００に比べて高い保険税設定をしなければな

らないので、医療費自体を抑える必要があるというように、抑制機能

になると国が考えて行っています。 

 

人工透析になるような場合ならまだ理解が出来ますけれども、高額

な医療費を使うような状態であれば、やはりそれを抑えるように努力

していただかなければなりませんね。 

 

もちろんそうです。 

 

数字がどう出てくるのかというメカニズムについてはある程度理解

させていただいたのですけれども、この基本的な理念がどうも腑に落

ちなくて。最終的には現在進められている広域化への一つのステップ

なのだろうというのは理解しているのですけれども、先ほどのＢ市と

Ｃ市の話で、その市独自の病院があって、産業構造も違えば世帯構成

も違ってくるというように、市独自の事情があると思うのですが、そ

こを共同事業安定化拠出金のようなものを設定するという意味合いが

いまいち納得しがたいです。その市独自の状況の中で設定されるべき

だと思うのですが。 

 

平準化については、おっしゃるとおり何がどうということはないで

す。 

ただ、財政の安定化については、川西市くらいの規模でしたら分か

りにくいのですが、被保険者が１，０００人ほどの市町村では、例え

ば糖尿病患者が一気に１０人増えただけで、財政は大きく変化します。

それを解消するために、広域化を進めていくことが大前提です。それ

を実現するために一番ネックになるのは、現状の保険税と広域化した

ときの保険税との乖離です。これが激しければ統一保険税にするのは

難しいだろうということで、このような仕組みで財政の安定化を図る

とともに、過去３年間の拠出金がベースになりますから、一年中の大

きな動きは受けなくてよいのです。そしてその部分と被保険者按分と

いうかたちをもって、全体的な保険者として横のレベルで合わせて整

えていこうという考え方だと思います。 
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ただ、川西市としては損になる制度ですので、全面的に賛成してい

るとは言えません。 

 

人口によって上がり下がりがあるので、人口は大事だと思うのです

けれどもいかがですか。 

 

そのとおりです。人口の少ない保険者は運営の波が非常に大きくて、

危なっかしいということで、広域化を図っていかなければならないの

ですが、そのための一つのステップとしてこの制度を設けたようです。 

 

行き着く先は、被保険者の人数で割った金額にしていくということ

ですね。 

 

そこをやはり目指していると思います。基礎年金のような一本化し

た考え方を目指していると言えると思います。 

 

他に特にないようですので、資料１から説明をお願いします。 

 

それでは説明させていただきます。 

 説明に先立ちまして、本日資料の差し替えをさせていただいていま

すことにつきましてご説明いたします。事前にお配りいたしました資

料は、１月９日時点の情報に基づきまして作成いたしていましたが、

１月１３日付で入院時の食事代における患者負担額の増額による保険

給付費の減、１月１４日付で介護納付金に係る一人当たり納付額が明

らかになりましたため、急遽差し替えさせていただいたものでござい

ます。差し替えさせていただきました資料に基づき説明させていただ

きますので、よろしくお願いいたします。 

資料１をご覧ください。 

 今後の国民健康保険事業特別会計の収支についてでございます。昨

年１２月の当協議会におきましてご説明しました見込みとの主な変更

点につきましてご説明いたします。 

 まず始めに、平成２８年度見込の一番下の差引の欄をご覧ください。

平成２８年度末の赤字見込み額を約７億９，０００万円に修正してい

ます。 

歳入から主だった変更点を説明してまいります。①国民健康保険税

でございます。平成２６年１１月末時点でのデータを取り込みました

ことに伴う収納率の見直しにより、平成２６年度から平成２８年度の

３か年で約１，０００万円の減額修正を行っています。 
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次に③国庫支出金でございます。保険給付費の減額修正に伴い、３か

年で約２億４，０００万円の減額を行いました。 

⑤前期高齢者交付金でございます。平成２６年１２月２６日付で国が

示してまいりました数値に基づきまして、平成２７、２８年度の２か年

で約３，５００万円の増額修正を行いました。 

⑥県支出金でございます。国庫支出金と同じく、保険給付費の減額修

正と平成２６年１２月２２日付で示された補助基準に基づき見直した

ことにより、３か年で１億３，２００万円の減額を行いました。 

⑦共同事業交付金でございます。歳出の⑦共同事業拠出金とともにご

覧ください。平成２６年１２月３日付「平成２７年度予算措置に係る参

考資料」及び１７日付「平成２６年度交付金の交付状況について」に基

づき見直しを行い、歳入では３か年で約２億４，０００万円、歳出では

約３億円のそれぞれ増額修正を行いました。 

次に歳出の②保険給付費でございます。平成２６年１２月末のデータ

を取り込みましたことに伴う、一人当たり給付費伸び率の見直し及び平

成２８年度からの入院時の食事代の患者負担額が見直される影響を加

味し、平成２６年度からの３か年で約７億円の減額修正を行いました。 

 ④後期高齢者支援金等でございます。平成２６年１２月２６日付で国

が示してまいりました数値に基づきまして、平成２７、２８年度の２か

年で約１億１，０００万円の増額修正を行いました。 

⑤介護納付金でございます。平成２６年１２月１９日付の診療報酬支

払基金からの通知により、被保険者数見込について見直すとともに、平

成２７年１月１４日付の国からの通知により一人当たり負担額を見直

しまして、平成２７、２８年度の２か年で約７，４００万円の減額修正

を行いました。 

以上のことから、平成２８年度末の収支を約７億９，０００万円の赤

字と見込んでいます。 

次ページ以降でその根拠となるデータをお示ししています。２ページ

をお開きください。 

加入世帯数、被保険者数の推移でございます。平成２６年１２月末時

点のデータに基づきまして修正を加えています。 

平成２７、２８年度は出生数の少ない昭和２０年、２１年生まれが７

０歳に到達することから高齢者の加入割合を低く修正するとともに色

を付けています被保険者数合計では、平成２８年度平均におきまして約

１５０人減で修正しています。 

次に３ページをご覧ください。国民健康保険税一般被保険者現年度分

の調定額と収納額の推移でございます。 

ここでは、前回までの見込に平成２６年１１月の実績を加えて、そ 
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の収納状況から収納率について減の修正を行っています。平成２６年

以降の見込につきまして、医療給付費分で８９．６％から８９．３％

に、後期高齢者支援金分で８９．７３％から８９．３６％に、介護納

付金分で８１．０５％から８０．８１％に修正いたしています。 

次に４ページをご覧ください。 

平成２６年度の一般被保険者分の給付費決算見込でございます。前

回までの見込に、１０月、１１月の診療実績を加えまして、修正を行

いました。平成２６年度の１人当たり額をご覧ください。３月から１

１月診療の対前年度伸び率は１０２．７７となっており、１０月、１

１月の実績が低い水準であったことから、前回お示しいたしました９

月診療までの伸び率１０３．９９と比べ大きく減いたしています。 

 １２月から２月診療の見込みでございますが、前回の見込と同様に、

前半と同じ伸びを示すものと見込みまして、平成２５年度の１０月か

ら２月診療の一人当たり額、色を付けています、２万３，４８０円に

１０２．７７を乗じた２万４，１３０円を一人当たり給付費とし、そ

の額に被保険者数見込み、１１万５，４０８人を乗じて算出をいたし

ました。平成２６年度医療給付費合計は約１１２億４，３００万円と

前回より約１億４，０００万円の減で見込んでいます。 

 次に、５ページをご覧ください。 

 平成２５年度までの実績数値に、４ページで見込みました平成２６

年度給付額の見込み数値を入れまして、平成２７年度、２８年度の給

付費を見込んでいます。平成２７年度の１人当たり額の対前年度伸び

率は１０３．５７と前回に見込みました１０３．８１より０．２４低

くなっていますが、これは平成２２年度から平成２６年度見込までの

５年間の平均で見込んでいるものでございまして、平成２６年度見込

を変更したことが影響いたしています。平成２８年度の伸び率は１０

３．４０となっていますが、これは、平成２７年度の伸び率と同じ１

０３．５７で伸ばしましたうえで、欄外の米印にありますように、入

院食事代の患者負担額増による給付費の減、２，０００万円を見込ん

だことによるものです。 

以上が前回資料との主な変更点でございます。 

ここでいったん切らせていただきます。 

 

ここまでのところで何かございませんか。 

前回の見込みよりも医療給付費の伸びが低かったということで、減

額修正されています。 

特にないようですので、これをもとにして次の説明をお願いします。 
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続きまして、資料２をご覧ください。 

「川西市国民健康保険事業の税率改定試算について」でございます。 

資料中ほどの「現状」の⑪累積収支―累積効果額の欄は、先ほどの

資料１の１ページの収支差引と同じになっています。平成２８年度末

の赤字額約７億９，０００万円を解消するための税率設定を行うわけ

でございますが、「税率改定案」としてお示ししています新たな歳入

を見込みまして、提案させていただいています。 

まず、平成２５年度に交付されました、経営姿勢が良好な保険者に

交付される国の特別補助金を平成２６年度から２８年度までの間も交

付されるものと見込みました。 

次に、消費増税に伴い国保へ投入される国費は当初の予定通り１，

７００億円が確保されるものとし、川西国保におきましては、１億４，

０００万円を見込みました。そのうえで、なお不足する２億７，００

０万円を税率改定で確保しようとするものでございます。単年度に置

き換えますと１億４，０００万円の改定をしようとするもので、改定

率は、おおむね３．２％程度、一人当たり賦課額で３，２００円程度

の増額となる見込みでございます。 

資料３をご覧ください。市町村国保の財政基盤強化策の財政影響と

題する資料でございます。この資料は、資料２でご説明いたしました

消費税増税に伴う国費の追加額の根拠資料でございます。低所得者の

加入割合に応じまして交付されます保険基盤安定保険者支援分の算出

方法を見直すことで中間所得者層の負担軽減が図られるものでござい

ます。 

見直し内容の１点目は、補助率の引き上げでございます。７割軽減

の補助率を１２％から１５％へ、５割軽減の補助率を６％から１４％

へ２割軽減を新たな算出対象に加え、その補助率は１３％とされまし

た。 

２点目は、補助の算定基準を平均保険税収納額から平均保険税調定

額に変更し、比較的収納率の低い都市部の保険者に配慮がされたもの

でございます。これらの措置によりまして、川西国保にとりましては

約１億４，０００万円の収入増になると見込んでいます。 

次に資料４をご覧ください。 

川西市国保における賦課限度額引き上げと法定軽減対象者拡大によ

る影響と題する資料でございます。 

資料の上側半分が限度額の改定による影響を示しています。資料の

丁度中ほどに賦課限度額引上げの内訳を記しています。医療給付費分

と後期高齢者支援金分が１万円ずつ、介護納付金分が２万円引き上げ

られる予定でございます。これによりまして、平成２７年度の賦課限 
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度額の合計は、８５万円となる予定でございます。この賦課限度額の

引上げは、高額所得者層の保険税負担が増えるため、その分中間所得

者層の税負担を低く抑えることができます。資料の上の方に限度額の

引き上げに伴う影響額と吹き出しで書いていますが、約２，１００万

円の効果を見込んでいます。 

次に資料の下側半分で軽減の拡大を示しています。５割軽減と２割

軽減の対象となる基準額を引き上げることによりまして、川西国保に

おきましては、合計で約１，１５０万円の軽減を図ることが出来ます。

その減額分は一般会計からの繰入金で賄われます。 

説明は以上です。よろしくお願いします。 

 

ただいまの説明について、ご質問等ございませんか。 

 

軽減対象者ですが、どういうシステムで軽減対象として認められる

のでしょうか。一定の所得であれば自動的に算出されるのか、それと

もそこに当てはまる人が申請するのか、どちらでしょうか。 

 

申請ではございません。自動的にこちらのほうで算出することにな

ります。ただそのためには申告をしていただく必要はあります。未申

告の方は軽減の対象からは外れてしまいますので、世帯の方の申告を

しっかりしていただく必要があります。 

そのために、市民税と一緒に申告書を送付するのですが、未申告の

方には年度途中に国保から単独で勧奨案内を送付しています。 

 

その数字はどれくらい適用されているのでしょうか。ちゃんと自分

で申告をほぼ１００％されているのですか。それとも意外と少ないの

ですか。 

 

未申告世帯は２４，０００世帯中１，１００世帯ほどあったかと思

います。 

 

申告書を出せば軽減対象とは限らないのですか。 

 

限りません。正直に申告を出してしまうとすべての所得が明らかに

なって、税額が増える方も中にはいらっしゃいます。 

 

収納率が少し低く修正されていますけれども、これは何か理由があ

るのですか。 
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収納率につきましては、１０月と１１月のデータから詳細な見込み

を出しています。わずかな率の差ですけれども、１１月３０日が日曜

日なので納期限を１２月１日に設定していたために、おそらく１１月

の納付が少なかったのではないかと考えられます。ただ、できるだけ

リアルな率で算定しようということで、下げて見込んでいます。 

 

差し替え後の資料では大体３．２％の改定が必要になるという試算

になっていますね。 

 

そのときの状況によるので一概には言えないとは思いますが、今回

の３．２％という改定率が過去１０年の間で比較をしてみて、川西市

の中では高いのか低いのか、あるいは相応のものなのか教えてくださ

い。 

 

２年前の改定が１１．９１％と、非常に大きな改定をしています。

その前の２３年度は５．１１％、その前は３年遡って平成２０年度に

なりますが、３．７８％でした。もう１つ前ですと平成１７年度です。

このときは所得割方式を旧ただし書方式に変えて、保険税の課税の仕

方の根本自体を変えたのですが、１２％台の改定を行っています。た

だし、このときはすごい改定でして、年金収入３００万円程度の方の

保険税が、７万円から約３倍の２０万円に増えたり、一方で、働いて

いる若い方の保険税が大きく下がったりということがありました。そ

れ以前が少し特殊な所得割方式を採っていましたので、大きく見直し

をしました。ただ、全体の改定率としては１２％台でした。 

医療費は毎年全国平均で約３％ずつ膨らんでいます。この３％の膨

らみがありましたら、受け取る公費もそうですけれども、保険税も膨

らんでいかないことには、財政の収支均衡は保てません。可能性があ

るとしたら、バブルの頃のように被保険者の所得が上がることです。

そうなれば医療費が上がっても税率改定をせずに乗り切ることができ

るのですけれども、今の財政状況を見ましたら、所得が上がるという

ことは想定しにくいですし、所得が上がらないとすれば、年３％程度

の増額改定はやむを得ないと思います。２年間を見越した改定をしよ

うとしたらどうなるかというと、来年は３％で、その翌年はさらにそ

の３％ということで、約６％膨らみますが、この６％の改定まではあ

る程度やむを得ないかと考えています。 

ただ、今回納得しがたいと思っていることは、国からの公費が１億

４，０００万円ついているので、あの保険財政共同安定化事業の制度 
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改正さえなければ、この１億４，０００万円分の税率改定は行う必要

がないということです。ただ、医療費の伸びというものを見たときに

は、ある程度やむを得ない改定ではないかという気もします。 

それともう１点。資料２の現状というところを見ていただきたいの

ですけれども、平成２６年度には１億円のプラスになっています。要

は、もう借金を積んでいません。しかし、前回の改定でお約束した２

億４，０００万円の法定外繰入は続けるかたちをとっています。この

繰入というのは、平成２４年度末で見込みました、累積赤字額を５年

間で解消するために設定されたものです。２６年度収支は整ったので、

この繰入がなくても回せるのではないかという考え方もあるのですけ

れども、見方を変えましたら、前回の１１．９１％の改定が結果的に

少し大きすぎたと言えます。本来であれば２６年度末で４億８，００

０万円の赤字が残っていても前回改定時の見込みどおりということに

なるのですけれども、それは既に解消されました。以前にもお話しま

したように、収納側での努力や特別補助金の交付もありますが、結果

的にはこうなりました。ですので、この繰入をなしにするという考え

もありますけれども、あくまで２億４，０００万円の繰入は、２８年

度末の収支を整えるということで２７・２８年度も約束どおりさせて

いただきます。これがあるからこそ、保険財政共同安定化事業の１億

４，０００万円の大きなマイナスがあるにもかかわらず、３．２％の

改定で済みます。もしこれがなければ、３．２％では到底収まらず、

もっと大きな改定が必要になります。 

 

川西市の保険税は他市と比べてそれほど高くなかったように思うの

ですけれどもいかがでしょうか。 

 

次回の運営協議会では資料としてお示ししますが、阪神間や近隣の

１０市で比較しても、川西市はちょうど真ん中くらいです。決して高

いとは思いませんし、県内で比較しましても、高いほうでは決してあ

りません。ただ、県内ではいまだに資産割という計算をしているとこ

ろもありますので、一律に並べて比較するのはなかなか難しいのです

けれども、同じ課税方式のところと比較しても高いほうとは思ってい

ません。 

ただし、それはあくまでも比較した段階でそう思うのであって、国

民健康保険税自体が高いか低いかということであれば、やはり高いと

いうのは素直に思っています。 

 

庁舎に入ってくるときに人口が１０万人から１５万人になるときに 
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は８年間かかっているけれども、直近の過去の８年間では１万人強し

か増えていなくて、人数が増えないことも関係しているのかなと思い

ました。ありがとうございます。 

 

では、私から質問させていただきます。消費税増税に伴う国費の投

入についてですが、いわゆる「消費税」というものは、国の消費税が

２．２５％で地方消費税が０．７５％で合わせて３％なのですが、そ

の地方消費税は当然社会保障費に使うことが前提となっていると思う

のですけれども、国民健康保険事業に入る公費１億４，０００万円と

いうのが、地方消費税から出ているのか、地方消費税も含めた全体の

額から出ているのかということを教えてください。 

 

「地方消費税」がどう使われるのかという視点では考えたことがあ

りませんでしたので、それは調べさせていただきたいと思います。た

だ、資料３でお示しした財政基盤強化策ですが、この保険者支援分の

４分の３は国が持ちます。４分の１は市が持つことになっていますの

で、その市の持ち分も当然膨らみますので、地方消費税の分がそこに

充てられる計算になっているのかを含めて一度確認したいと思います

ので、また次回ご説明させていただきます。 

 

収納率が８９．３％ということで、１０．７％の方が未納であると

いうことです。私が委員として一番心配なのが、税率改定によってよ

り一層支払いが出来なくなってしまうということです。この１０．７％

の方々はどういう状況でお支払ができないのでしょうか。具体的な姿

が見えず、数字だけの議論になっても仕方がないと思います。 

 

納付いただけない場合は、督促状や催告状を送付し、ご連絡をいた

だいて納税相談を行うので、納めていただける方についての生活状況

というのは理解したうえで納税相談を行います。やはり督促状や催告

状を送付してもご連絡をいただけない方については、財産調査をして

みて、滞納処分をしていく段階になるまで掴めていない状況です。中

には財産がなくて納付したくてもできない方もいらっしゃいますし、

反面納付しない方もいらっしゃいます。何％がどういう生活状況でと

いうのは分かりません。 

 

高齢者の方で、年金が入ったらすぐに差し押さえされて徴収されて

しまうということをよく聞きますので、そういう状況がないようにし

ていただきたいです。全体を把握するのは難しいと思うのですけれど 
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も、マクロ的な数字で見てしまうとやはり見えない部分が出てきてし

まうので、今回の税率改定で負担が増えるなら、そういったケースも

把握していただけたらと思います。 

 

納付しない人について、軽減の対象になっているかどうかによって

だいぶ違ってくると思うのですが、軽減の対象が拡大されたことで、

収納率が少し上がるような気がするのですけれどもいかがでしょう

か。 

 

実際は蓋を開けてみないと分からない状況です。軽減税率のボーダ

ーのところの方の中にはどうしても納税困難な方もいらっしゃいます

ので、そういう方については窓口で相談させていただいて、その方な

りの額で納めていただくので分かるのですが、なかなかご連絡をいた

だけない方については難しいです。 

 

何か月か滞納した場合は保険証を失効させると聞いたことがあるの

ですが。 

 

いえ、失効はありません。通常証から期間の短い短期証に替わって、

その更新期間ごとに納付相談の機会を設けています。 

 

資料２の現状のところの法定外繰入金についてですが、２億４，０

００万円については継続するということですけれども、２６年度まで

の１億８，０００万円のように、２７・２８年度も少しは繰入しても

らえないのでしょうか。 

 

前回改定時の法定外繰入について、この１億８，０００万円と、追

加した２億４，０００万円とを合わせて、４億２，０００万円の法定

外繰入を入れると同時に、４億２，０００万円増収分の税率改定を行

うということで、市民全体で持ち合うのを半分と、被保険者自身で負

担していただく分を半分とで、財政の収支均衡を図ろうという考え方

で設定させていただいています。また、１１．９１％と高い改定率を

設定していて、１０％を切るのが望ましいけれども仕方がないという

ことで決定していただきました。 

そのときそのときの許容していただける改定幅があると思います。

その中で前回は、特別で緊急避難的な措置として繰入の決定をしてい

ます。 
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３．２％くらいなら許容範囲だろうということですね。 

 

医療費の伸びや近隣他市の状況を見ながら、やむを得ないところで

３．２％の改定率としています。具体的な改定率については次回資料

でお示ししますが、７割軽減世帯では数百円から１，０００円程度で、

月々に直しますと１００円程度の改定になると思いますし、一方では

国保以外の方に負担をお願いするわけにはいかないので、今回は何と

かご理解いただけたらと思っています。 

 

広域化が決まっていますね。現在川西市の保険税率は県内では低い

ほうだということですが、将来的には高くなることが予想されるので

すか。 

 

平成３０年度に都道府県単位で広域化される予定です。分賦金とい

うことで、川西市の納めるべき金額を県からもらうことになると思い

ますが、その課税の仕方はまだ決まっていませんので一概には言えな

いのですが、全体で負担しあうということになりますので、私はある

程度上がるものと考えています。県全体での現在の保険税額というの

は、約７０億円が法定外繰入で賄われているので、基本的にはそれが

なくなります。それを思うと一定の増額はあるのではないかと思って

います。一方で平成３０年度から新たな公費投入をすると約束してい

ますので、それがどの程度機能するのかというところです。具体的に

はそのときになってみないと分かりませんが、広域化したら安くなる

とは思わないほうがよいと思っています。 

 

安くなる市町村もあるということですね。 

 

そうです。近隣で言いますと、尼崎市が非常に高い税率設定をして

いるので、おそらく下がるだろうと思います。逆に、現在非常に低い

芦屋市は上がるでしょう。川西市は平均くらいなので、どうだろうか

というところです。 

 

他に何かございませんか。次回は今日の内容を踏まえて諮問がある

ということです。 

特にないようですので、協議事項２「その他」に移りたいと思いま

す。事務局お願いします。 

 

日程の確認です。既にお知らせしていると思いますけれども、次 
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回は１月２８日の午後２時３０分から、会場はここ、庁議室です。一

応今の予定では全委員に出席していただけると聞いていますので、諮

問をさせていただく予定です。当日の流れ次第ではありますけれども、

場合によっては答申いただけるようでしたらそういうことになります

し、いまひとつということでしたら予備日としています３０日にお越

しいただくということもございます。よろしくお願いします。 

 

ぜひとも２８日と３０日は予定を空けておいていただきたいと思い

ます。 

それでは、これをもちまして、平成２６年度第３回川西市国民健康

保険運営協議会を閉会いたします。公私何かとご多忙のところ、どう

もありがとうございました。 

 

 


